
申入書
　当職らは、通知人梶浦淳代（以下「通知人」といいます。）を代理して、貴殿に対し以下のとおり申し入れを致します。
第１　申入の趣旨
１　貴殿におかれましては、参議院新清水谷議員宿舎整備事業（以下、「本件整備事業」といいます。）に関し、国土交通省と東京都風致地区条例第３条第３項に基づく協議を行う際、同事業は、東京都風致地区条例に基づく許可における審査基準の「特別用途」に該当しないものであることを認め、同事業の中止又は計画内容の変更を行うよう勧告することを求めます。
２　貴殿におかれましては、本件整備事業につき、国土交通省に対し、申出人を梶浦淳代ら、相手方を国土交通省とする東京都中高層建築物の建築に係る紛争の予防と調整に係る条例第７条第２項にもとづくあっせん（１８都市建調第６２１号）及びその後に行われることが予想される調停に基づく協議が終了するまでの間、工事を停止するよう勧告することを求めます。
第２　申入の理由
　１　本件整備事業が「特別用途」に該当しないこと
（１）国土交通省は、本件整備事業が東京都風致地区条例に基づく許可における審査基準の「特別用途」に該当することを根拠に、高さ５６ｍの議員宿舎建設に着工しています。
しかし、以下のとおり、本件整備事業は「特別用途」に該当しないので、高さ５６ｍの議員宿舎は、第２種風致地区における建物の高さを１５ｍ以下に制限する同条例第５条第５号ハに違反します。
（２）千代田区東京都風致地区条例に基づく許可の審査基準第２第２項は、「条例第３条第３項の規定に基づく国又は都の機関が行う行為に関する協議の取扱いについては、許可の取扱いに準じ、条例第５条の規定に基づく許可基準及び本審査基準に従い、協議に応ずるものとする。」と規定しています。
そして、同審査基準は、一定の要件を満たした場合に、建築物の高さ制限を緩和しています。同審査基準は、弁慶橋風致地区Ｓ甲地域における建築物の高さにつき、「公共性かつ公益性が認められる建築物等であって、当該位置以外ではその機能が十分に果たせない」ことを要件として、「公共性かつ公益性が認められる規模」を緩和の上限としています（別表Ⅱの２）。
また、同審査基準は、「特別用途」の「公共性かつ公益性が認められる場合」とは、地域防災上や地域住民の福祉の向上及び公共の通信事業等のために必要不可欠な場合などと運用解釈されています（別表Ⅰ・Ⅱ付属資料）。
（３）本件整備事業が行われる宮内庁宿舎跡地（千代田区紀尾井町３－３４）は、東京都風致地区条例に基づき第２種風致地区に指定され、弁慶橋風致地区Ｓ甲地域に区分されています。
そのため、本件整備事業が「特別用途」に該当すると言えるためには、参議院議員宿舎が、地域防災上や地域住民の福祉の向上及び公共の通信事業等のために必要不可欠な「公共性かつ公益性が認められる建築物等であって、当該位置以外ではその機能が十分に果たせない」ものでなければなりません。
しかし、参議院議員宿舎は、参議院議員の寮施設にすぎず、地域防災上や地域住民の福祉の向上及び公共の通信事業のために必要不可欠なものではありません。したがって、本件整備事業には「公共性かつ公益性」は認められず、特別用途に該当しません。
また、現宿舎所在地において新宿舎を建て替えすることも可能であり、宮内庁宿舎跡地でなければ機能が十分に果たせない理由はなく、「当該位置以外ではその機能が十分に果たせない場合」にもあたりません。この点からも、本件整備事業は、「特別用途」に該当しません。
　２　国土交通省は不正の手段で「特別用途」に該当するという回答を得たこと
国土交通省は、平成１７年８月９日、新清水谷議員宿舎につき、東京都風致地区条例にもとづく許可における審査基準の「特別用途」に該当するかを東京都建設局公園緑地部長（以下、「公園緑地部長」といいます。）に照会し、公園緑地部長は、同月２６日、国土交通省に対し、「特別用途」に該当すると回答しました。
国土交通省は、照会の際、公園緑地部長に対し、建築概要につき「新宿舎は、１０階建て以上で最高高さ３０ｍ～４０ｍのタワー型を計画中」と説明しています。しかしながら、実際の建築概要は、１６階建て高さ５６ｍであり、説明していた建物の高さよりも１６ｍ～２６ｍも高いものです。国土交通省は、公園旅行地部長に虚偽の事実を伝えて「特別用途」に該当するという回答を得ていたのです。
このような国土交通省の行為は、「詐欺その他不正な手段」（東京都風致地区条例第７条第４号）に該当するといえ、東京都知事は、国土交通省に対し、本件整備事業につき、「工事その他の行為の停止を命じ、若しくは相当の期限を定めて建築物等の改装、移転若しくは除去その他違反を是正するため必要な措置をとることを命ずる」ことができます（同条）。
国土交通省はこのように不正な手段によって「特別用途」という回答を東京都より引き出しており、東京都は厳正な立場で国土交通省に望むべきです。
したがって、東京都知事は工事その他の行為の停止を命ずることができるのですから、国土交通省に対して工事を停止するよう勧告をすることを求めます。
　３　宮内庁宿舎跡地の緑地の意義
風致地区は、都市の風致を維持するために定められる地区であり（都市計画法第８条第１項第７号、第９条第２１項）、「都市の風致」とは、都市において水や緑などの自然的な要素に富んだ土地における良好な自然的景観のことをいいます。すなわち、風致地区は、良好な自然的景観を形成している区域のうち、土地利用計画上、都市環境の保全を図るために風致の維持が必要な区域です。
宮内庁宿舎跡地は、紀州藩の跡地であり江戸時代からの樹木が多く残されています。そして、これらの樹木は、清水谷公園やホテルニューオータニなどの樹木と一体となって紀尾井町に緑地帯を形成しています。そのため、宮内庁宿舎跡地は、良好な自然的景観を形成し、都市環境の保全を図るために維持が必要であるとして第２種風致地区に指定されています。
また、宮内庁宿舎跡地北側の通路は、清水谷公園に続いており、住民や近隣で働く人々の散策ルートととなっており、宮内庁宿舎跡地は、都心において安らぎを得られる数少ない貴重な場所といえます。
　４　樹木伐採の不当性
千代田区東京都風致地区条例にもとづく許可の審査基準は、宅地の造成等の許可基準として「支障木の伐採は必要最小限に止め、現存する植生はできるだけ残存させるものであること」、木竹の伐採の許可基準として「支障木の伐採は必要最小限に止め、現存する植生はできるだけ残存させるものであること。特に、生垣もしくは高木・低木の密植等列状又は面的に風致を形成している者は、極力残存させるものであること。」、「保存樹木等周辺風致の維持に有効と認められる大径の高木については、極力残存させるものであること。」をあげています。
また、都市計画紀尾井町地区計画は、風致地区内においては、緑化推進のため緑地率（緑地面積の敷地面積に対する割合）を４０％以上と定めています。
それにもかかわらず、国土交通省は、本件整備事業のために宮内庁宿舎跡地上の既存の樹木を大量に伐採することを予定し、建物の屋上緑化という方法によって緑地率４０％という制限を満たす計画です。
このような本件整備事業は、自然的景観を形成し、都市環境の保全を維持するという風致地区条例の趣旨を潜脱し、現存する植生をできるだけ残存させることを定めた千代田区の許可審査基準に反します。
　５　都知事との協議が未了であること　　　
国の機関が宅地の造成等や木竹の伐採をするためには、予め知事に協議をしなければなりません（東京都風致地区条例第３条第３項、第１項第１号及び第２号）。しかし、国土交通省は、まだ知事と協議をしていないため、宅地の造成等や木竹の伐採はできません。
　６　宮内庁宿舎跡地の所管が財務省であること
宮内庁宿舎跡地の所有者は財務省であるから、宮内庁宿舎跡地及び宮内庁宿舎跡地上の樹木の管理及び処分は、財務省の所管事項です。
したがって、国土交通省は、宮内庁宿舎跡地及び宮内庁宿舎跡地上の樹木について造成等や伐採をすることはできません。
　７　まとめ
以上の理由から、当職らは、貴殿に対し、上記申入の趣旨記載のとおりの処分をすることを求めます。
以上
２００７（平成１９）年４月１２日
東京都千代田区紀尾井町３－３２　　　
通知人　梶浦淳代　　　　　　
東京都港区西新橋３丁目２番１号　　　
共同ビル（西新橋）６階６０１号室　　
田村町総合法律事務所　　　　　　　　
電　話　　０３－３４３１－４４８８　
ＦＡＸ　　０３－３４３１－４４８１　
通知人代理人　　　　　　　　　　　　
弁護士　　　長谷川　純　　　　
弁護士　　　久保内浩嗣　　　　
東京都新宿区西新宿２－８－１
被通知人　東京都知事　石原慎太郎　殿

